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研究成果の概要（和文）：本研究は、各学校の組織的な教育力のアップに貢献できる専門職資本の開発・支援方法を明
らかにすることを目指した。そのため、それに向けて、重要な役割を担うミドルリーダーを支援する体制作り、ミドル
リーダー自身のスキルアップ、成長に向けた省察を支援するツール群の開発とその運用評価を行った。結果として、ミ
ドルリーダーを支援する体制構築に必要な事項（社会的資本の構築に寄与する）をまとめた管理職向けのハンドブック
の開発、ミドルリーダーが意思決定資本を磨く道具の開発、そして教員が、自身の専門的知識や技能を省察できる（人
間的資本の構築に寄与する）自己評価枠の開発を、調査結果や試行研修を通じて行うことができた。

研究成果の概要（英文）：　The present study aimed to clarify the method of development and support of 
professional capital that can contribute to enhance the organizational educational capabilities of 
school.
　Therefore, the present study paid attention to middle leaders who played an important role as a 
professional capital of the school. And we tried to research and develop the system to support middle 
leader, to develop the training program regarding to professional knowledge and skills for middle leader, 
and to develop the supporting tools for facilitating self-reflection toward the professional growth.
　As results, we could develop a handbook for managers to contribute to the activation of social capital, 
develop the training tools for middle leaders to hone decision-making capital, and develop a reflection 
framework for middle leaders and teachers to hone the human capital.

研究分野：教育工学、教育方法学、教師教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 新任を多く抱え、中堅世代が少なく、年齢
や経験の異なるいびつな職員構成の職場に
おいて、どのように学校の組織的教育力を維
持、発展させていくかが、多くの自治体で課
題になっていた。それに対して、ミドルリー
ダーが、学校の組織的な取り組みに関わって
管理職を助け、若手支援を行い、学校研究を
引っ張っていく役割を担うことを期待する
動きがあった。 
 しかし、ミドルリーダーのための研修が準
備・遂行される中で、次の３つがさらに解決
すべき課題として明らかになってきた 
 1 つ目は、研修主任や研究主任を務める教
員に対して、どのような役割が求められるか、
若手支援を効果的に進めていくための方法
等に関する情報は提供されてきたが、ミドル
リーダーとしての役割を遂行する教員自身
への支援体制が不十分であったことである。
メンターとして若手支援を行う教員や学校
研究を牽引する教員から、「私たちに期待さ
れていることはわかるが、進める私たちのケ
アーもして欲しい」という言葉が多かった。
そのため、本研究では、まずこの支援体制が
上手くいっている学校、すなわち管理職など
シニアリーダーが、ミドルリーダーを効果的
に支援し、メンタリングしている事例を集め、
その対応策を考える必要があった。 
 2 つ目として、研究主任が、組織的な教育
力をパワーアップし、学校研究に取り組む際、
課題の絞り込みや、具体的な取組手続きの見
通し、評価を通じた取組の改善などについて、
より専門職として自信を持って進めること
ができる知識やスキルを持つための仕組み
と道具が必要であることがあげられた。大学
の研究者などが研修講師やアドバイザーと
いう形で、その課題に関与し、学校研究が進
められ場合は多い。しかし、結果、専門職と
して自信を持って進めるのに必要な方法知
識、スキルは何であり、それを研究主任自身
が獲得し、言語化したり、次へ引き継いだり
することがうまくいかないことも多かった。
つまり学校研究を遂行する専門的知識に具
体的に応える研修は用意できていなかった。 
 最後に 3 つ目は、研修主任や研究主任を務
める教員は、その役割を通じて自分に求めら
れている知識やスキルが、いったい出発時点
と比較して、どの程度身に付いており、任務
遂行を通じてどのくらい力がついてきてい
るのか、さらに求められる力はどのようなも
のか、などを自分で手軽に、また随時振りな
がら、その成長を確認できる道具を求めてい
た。しかしそのようなモノはなかなか存在し
ないことが課題としてあげられた。 
以上の課題を解決していくために、学校や
教育委員会の取り組みについて調査を進め
るとともに、他国の関連先行研究の調査（実
地調査含む）を行い、実態に応じた課題解決
プロセスを明らかにすると共に、効果的な研

修プログラムやそれを支える支援ツールの
開発が期待されていた。 
  
２．研究の目的 
 そこで本研究は、ミドルリーダーを支援す
る体制作り、ミドルリーダー自身のスキルア
ップ、成長に関する自己省察の支援に目を向
けた。つまりそれに寄与できるツール群の開
発及び運用評価を通して、各学校の組織的な
教育力のアップや学校改善に貢献できるこ
とを目指すこととした。そして明らかにした
方法や開発した支援ツールが、各学校の研修、
自治体主催の研修、及び教職大学院等で有効
利用されることを目指すことにした。また一
連の研究から明らかにされた方法や道具を
用いて、１）ミドルリーダーをはじめとする
学校の教員の専門的な力量を培うこと、２）
その体制を維持発展させる考え方自体を培
うことを考え、その総称を「専門（職）資本
（Professional Capital）」という概念に着目
して用いることにした。 
 ここで用いている専門（職）資本という言
葉は、Hargreaves &Fullan （2012）が用い
た概念である。彼らは、学校改善や教育改革
のキーとして、教員を専門（職）資本として
みなし、それを育てていくこと、それを磨く
ことの重要性を指摘し、この言葉を用いた。
言い変えるなら、彼らは、学校の教育活動を
より改善していくために、専門（職）資本と
いう概念を導入し、教育者の専門性をいかに
引き出し、それを尊重していくかについて論
究してきた。彼らによれば、専門（職）資本
は、人間的資本（Human Capital）と社会的
資本（Social Capital）、意思決定的資本
（Decisional Capital）の３つで構成され
（HC は SC と関わらないとうまくいかず、
DCがないと機能しないという関係）、さらに
これを効果的に機能させるためには５つが
重要となることを指摘した。①能力あるいは
専門知識、②関与、③キャリア、④文化、⑤
教えることへの文脈と条件、である。 
本研究は、このような国際的な研究関心と
も呼応し、また先のミドルリーダーの声から
導かれた 3つの課題に応えていく研究に位置
づくものである。ミドルリーダー支援の実践
の中からボトムアップ的に引き出してきた
課題の解決に向けて、この関連先行研究の成
果を取り込み、学校の組織的教育力をパワー
アップしていく、つまり実践を変えていくこ
とに貢献する道具の開発を行う点に、本研究
は、その特色を持っている。 
  
３．研究の方法 
 上記研究目的を達成するために、本研究で
は、１）国内外の本テーマと関わる研究や取
り組みの情報収集、２）調査（国内外の先進
地の現地訪問調査と質問紙調査）、３）実践
（情報収集と調査結果によって得られた結
果から、課題に対応していくための研修内容
をデザインし、必要な道具を開発し遂行す



る）、４）実践の道具の運用評価、という４
つの方法を基軸に、次の４つに取り組んだ。 
１つめは、諸外国の先行事例の収集を目的
とした「英国・米国における学校改善や研
修・養成に関わる関連研究の調査」である。
これに関しては、英国の National College 
for Teaching & Leadership の研修内容や研
究成果、そして米国の大学とその地区の教育
委 員 会 及 び Professional Development 
School で作るコンソーシアムでの取組につ
いて、情報を集め、研修体制、研修内容や研
修方法を分析検討した。 
２つめは「管理職によるミドルリーダー支
援のための方法の明確化と道具の開発」であ
る。これに関しては、研究協力として日本の
2 つの市の教育センターの協力を得て、学校
の組織的教育力を上げるための試みとミド
ルリーダー支援の体制の明確化、その支援方
法の関係を、報告書の分析や訪問調査を通じ
て行った。また、カリフォルニアのニュー・
ティーチャーズ・センター他、すでに開発さ
れているメンタリングのための研修教材、知
識・スキル形成、自己評価方法の仕組みなど
を参照し、日本の学校の実情などに合う支援
体制構築と関わる教材開発を行った。 
３つめは、「学校研究の推進に対するミド
ルリーダーのスキルアップのための研修内
容と方法の検討と支援の道具の開発」である。
これに関しては、2 つの県と 1 つの市の協力
を得て、学校の校内研修、および管理職、研
究主任を中心とする集合研修を対象に、「シ
ステム思考」を用いた、課題分析、時系列に
沿った手続きモデルの検討の演習、事例紹介
などを行い、実際の学校研究での活用に関す
るその可能性を研修参加者から意見徴収を
通じて明らかにした。またミドルリーダーが
自身の知識やスキルを磨いていくための手
立てについて書かれた内容を持つハンドブ
ックの開発を行った。 
 ４つめは、「教員のための知識・技能に関
するリフレクションツールの調査と支援ツ
ールの開発」である。これに関しては、まず
教員の成長に即してその資質能力の開発を
支 援 す る コ ン セ プ ト に た つ 豪 州 の
Australian Institute for Teaching and 
School Leadership の取組に学び、自主研修
のためのデザインコンセプトを整理した。 
 次に学力学習状況調査等の調査結果を学
校研究の課題解決につなげていくアセスメ
ントの力量をアップさせていくことと関わ
って、教員のアセスメント・リテラシーに関
する先行研究や試みをレビューした。そこか
ら、自身のアセスメント・リテラシー省察し、
自己成長を振り返る道具の開発を行った。 
 また、21 世紀型の学習のデザインや 21 世
紀型能力の育成と関わる授業に関する教員
の力量形成などが学校研究でも問われてき
ている動きに対応していくために、教員養成
及び現職研修における「技術と関わる教育的
内 容 知 識 （ Technological Pedagogical 

Content Knowledge：TPACK）」に関する先行
研究の調査を行った。そしてそこで求められ
る教員の専門知識に関するリフレクション
項目を明らかにし、自身の技術と関わる教育
的内容知識の成長を振り返る道具の開発を
行った。 
 
４．研究成果 
 まず１つめの「英国・米国における学校改
善や研修・養成に関わる関連研究の調査」を
通じて、以下のことが明らかになった。 
 まず英国（イングランド）の調査から 1)
学校に専門的な学習のコミュニティを作っ
ていくために、Early Leadership、 Middle 
Leadership、 Widening Leadership の３つの
ステップによる研修プログラムを開設して
いる。興味深いのは、Early Leadership のプ
ログラムを開いていることであり、勤務して
５年目くらいからリーダーシップに関わっ
ていく機会を用意している点である。2)子ど
もの学力向上の課題や問題行動等への対応
として、いかにそこへコミットしていけるか、
そのためのミドルリーダーの役割（個人とし
て、チームとして課題を見つめ分析しながら
意思決定をし、挑んでいく力）などに関心を
向け、研修内容を構築していることがあげら
れた。あくまで力点の問題と考えられたが、
イングランドでは、研修プログラム内容を見
る限り、文化や雰囲気を学校で作っていくと
いうよりも、学習の質は教員の授業の質と密
接で、それに関与していける個人の授業力な
どをパワーアップさせていくためにミドル
がどうかかわるか（自分の授業力も磨く）に
目を向けていた（発表論文⑪）。 
 一方で研修はないが、教員が離職せず、継
続的に教育課題にコミットメントしていく
ために、個人のレジリエンス（再生力）だけ
でなく、学校のレジリエンスを考え、それを
構築していく取り組みが重要であるとする
研究知見もまとめられており、学校の文化や
雰囲気作りとリーダシップの関係が問われ
ていることも明らかになった（発表図書①）。 
 米国の調査からは、学校の改善や子どもた
ちの学力向上に関わっては、教員の資質能力
向上がまずもっての課題であり、そのために
Teacher Performance Assessment への関心が
高まり、養成と現職研修を繋ぐ一連の取り組
みが、その省察の道具の開発と共に進められ
ていることが明らかになった。教育委員会や
大学と連携し、教員養成、児童生徒の学力向
上に関する研究、地域の現職研修のセンター
と し て 役 割 を 果 た す Professional 
Development School では、新たなライセンス
の取得の仕組みとして動きつつある edTPA 
(Educational Teacher Performance 
Assessment)の指標や道具を用いながら、教
員養成を進めると共に、そこに関わるメンタ
ー教員のためのメンタリングの手法をハン
ドブック化し、養成だけでなく、現職研修に
おいても、どのように若手支援をしていくか、



自身の成長に向けて何が求められるかを考
える取り組みが積極的に行われていること
が明らかになった（発表論文⑨⑩）。 
 次に２つめの「管理職によるミドルリーダ
ー支援のための方法の明確化と道具の開発」
と関わっては、次のことが明らかになった。 
 校長に求められる専門職基準として、日本
教育経営学会は、校長の専門職基準 2009 を
一部修正し、2013 年 1月に第Ⅱ期実践推進委
員会が委員長名でその全体像を表している。
管理職への調査、学校での取り組みの調査に
加え、諸外国の取り組みなども参考に、丁寧
に調査分析を進め、非常に精緻な形で専門職
基準を表現したものである。また理論を実践
につなげていくための解説書も記されてい
る。しかし、そこに記されている校長の役割
に関わって、記載されている内容を分析する
と、校長が直接担う経営的役割を記している
が、校長が人を支援し育て、その意図するこ
とを機能させていく教育的役割は表に出て
きていなかった。そのため、2 つの市の協力
を得て、2013 年と 2014 年に質問紙調査と訪
問調査を行い、1)管理職がミドルリーダーに
期待していること、２）ミドルリーダーにど
のような支援をしているかを調べた。 
 質問紙調査の結果、小学校と中学校の両方
で高く期待されているのは、「若手教員への
支援」であり、小学校に比べて中学校であま
り期待されていないのは、「情報収集や専門
知識の獲得」であった。そして中学校で高く
期待されているのは、「生徒指導」「保護者対
応」という結果であった。 
次にこの2つの市で積極的にミドルリーダ
ー支援を行い、また学力学習状況調査の結果
も上昇傾向のある複数の小学校と中学校を
推薦してもらい訪問調査を行った。そこで得
られた働きかけの共通点は以下の通りであ
った。「児童生徒が変わってきていることを
その都度取り上げること」「チームワークや
自分たちの意思決定が取組の成果に関わる
ことを感じさせること」などある。ミドルリ
ーダーとして関わってもらっていることが、
児童生徒や職員集団に影響し、良い変化を示
してきていることを取り上げ、それを意識的
に言葉にして返す働きかけをしていること
が明らかになった（発表論文⑭）。 
また小学校の取組では、授業に関して信頼
されている教員が、主任あるいは主任チーム
を務める場合、学校の教員の社会的資本が高
くなり、それが取組に向けての意思決定資本
を機能させ、学校の組織的教育力向上に良い
結果をもたらしていることが、管理職の言葉
から共通に確認された。 
 これらの結果を受けて、ミドルリーダーへ
の働きかけに関する内容を持ったガイドブ
ックの開発を行い、2 つの市の管理職から評
価をいただいた結果、3点満点中、平均 2。5
を得て、概ね役に立つという評価結果を得る
ことができた（研究発表④）。 
 

また、3 つめの「学校研究の推進に対する
ミドルリーダーのスキルアップのための研
修内容と方法の検討と支援の道具の開発」に
関わっては、次のことが明らかになった。 
 まず１つの市の研究指定ですでに２年間
取り組んできた３小学校と２中学校の研究
主任がどのような取組をしてきたか、何が難
しかったかを調べた。学習する組織で著名な
ピーター・センゲンの５つのディシプリン、
①共有ヴィジョン、②メンタルモデル、③チ
ーム学習、④自己実現、⑤システム思考
（Senge 2012）を用いて取り組みの視覚化を
行ってもらった。結果、学校の研究課題に取
り組んでいく際に、①と③はよく行ってきた
が、②や⑤は意識化されにくかったことが明
らかになった。また④に関しては、若手支援
や研究主任自身の思いのズレとも関わって、
手探りで行われており、その取り組に関わっ
ても不安があることがわかった。 
 そして若手支援と関わっては、グループメ
ンタリングの取り組みが行われ始めている
ことが分かり、それに関する情報を求めてい
ることも明らかになった（発表論文⑦⑬）。 
 そのため、②に関わって、各自の教育観や
取り組みの方略を視覚化しながら論議でき
るカード（単元設計カード、学習の姿カード、
学習形態分析表ほか）を開発した。また⑤に
関わって、授業研究を中心にシステム的思考
を用いながら研究を進めるプロセスについ
て明らかにした（発表論文④）。そして④に
関わっては、リーダーシップカード、ワーク
ライン、メンタリング機能モデルを用いた研
修の方法、フィンランドのグループメンタリ
ングの手法を用いた研修手法を明らかにし、
１つの県と 1 つ市の 10 年経験者研修で実践
し、またもう 1つの県では指導教員のための
研修（各半日研修）で実践し、その効果につ
いて評価を行った。2 つの県と 1 つの市の受
講者からの評価は高く、開発した教材群が自
治体などの研修、その受講者が学校に戻り行
う校内研修で、活用可能性を持つことが明ら
かになった（研究発表⑧）。 
最後に４つめの「教員のための知識・技能
に関するリフレクションツールの調査と支
援ツールの開発」に関わっては、次のことが
明らかになった。 
 教員の成長を見通した、求められる知識・
技能に関わって、リフレクションをする方法
を明らかにするために、オーストラリアの
Professional Standard を用いた取り組みに
関心を向け調査を行った。結果、教員の成長
に照らし合わせて、省察のための評価項目が
グラデーションで示されていることが明ら
かになり、またオンラインで勤務校や州を越
えてポートフォリオを用いて研修の自己評
価をできるシステムを効果的に活用してい
ることが明らかになった（発表論文⑤⑫）。 
 またオーストラリアの知識、技能に関する
省察項目にも「アセスメント」は位置づけら
れているが、個々の教員及び学校のアセスメ



ント・リテラシーを培い、専門職資本を磨く
ことが、学校の組織的教育力を高めていくこ
とにつながるという仮説を持ち、その一連の
取組に向けた初期調査を試みた。ジェネリッ
クスキルと言われている能力の育成が高等
教育機関でも着目され、学校教育でも 21 世
紀スキル、21世紀型能力の育成へ目が向けら
れつつある中で、その能力の現状を見つめ、
その成長を見取るアセスメントの方法が問
われていると判断したためである。またパフ
ォーマンス評価に関心が向けられてきてい
る評価の動きの中で、個々の教員や学校がア
セスメント・リテラシーを獲得することが問
われてきているためであった。 
そのため教職大学院生という限られた人
数による調査ではあったが実施した。質問紙
とインタビュー調査の結果より、アセスメン
ト・リテラシーに関しては、全体として自信
がない傾向が強く、また学士課程でもあまり
学ぶ機会を持っていないという傾向が明ら
かになった。また、学校で活用して学ぶ機会
と出会えていない傾向も見られた（発表論文
⑧）。 
 さらに ICTを活用した授業力向上をテーマ
にした学校研究に焦点化した取り組みと関
わって、「技術に関わる教育的内容知識
（ Technological Pedagogical Content 
Knowldge:TPACK）」に目を向けた。教員自身
が自分の授業力を振り返り、研究主任がそこ
から学校全体の組織的な授業力向上の方略
を立てることができることは重要であり、研
修主任がシステム思考を用いて、TPACK を指
標に研修プログラムを実施し、どれくらい
TPACK に変容が起こせるか、その結果を用い
て、次の研修計画を立てていくことができる
のかが求められていたからである。結果、養
成プログラムと研修プログラムにおいて、現
在日本の取り組みでは、1)養成プログラムで
技術に関する知識を教師の専門知識として
位置づけるフレームワークが明確でなかっ
たこと、2) ICT の活用を段階的にとらえてい
く見通しが明確になっていないこと、3) 取
り組みの評価や成果の評価をする方法など
が明確になっていないこと、が手薄な部分で
あることが明らかになった。そのため TPACK
や教員の ICT Competency を視覚化し、学校
全体の教育力を向上させる省察フレームを
明らかにした（発表論文①②）。 
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